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アフリカ地域の教師教育における高等教育の役割
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(独立行政法人国際協力機構)

１．はじめに　―　高等教育機関に求め

られるEFAの課題

　1990年「万人のための教育世界会議」以

降、アフリカ地域の教育開発は基礎教育に焦

点が置かれるようになり、教育の需要と供給

が高まり教育開発が進む一方、ポスト初等教

育としての中等教育や技術教育そして高等教

育は困難な時代を迎えた。中等教育について

は、SEIA（Secondary Education in

Africa）は2003年以来毎年開かれているア

フリカ地域の教育開発の研究者と実務者の

フォーラムを通じて、中等教育改革の政策対

話が続けられている（Bregman 2003）。高

等教育は、1990年以降、援助機関が重視し

ない教育サブセクターとなったことに焦燥感

をつのらせていたが、近年、新しい動きが出

てきた。従来は、高等教育よりも初等教育の

方が高いとされていた社会的収益率につい

て、貧困削減や技術革新、HIVエイズ、平和

構築などの開発課題への高等教育の貢献が見

直されている（Wor l d  B a nk  2 0 0 6 ;

Commission for Africa 2005）。

　アフリカ諸国の高等教育就学率は他の地域

に比べて著しく低い。しかしながら、大学卒

業者の失業率の高さや頭脳流出から、高等教

育の供給が社会としての需要を上回っている

という見方もある。このパラドックスから、

次の二つの疑問が呈される　－　１）現在の

社会・経済的背景の中でアフリカは高等教育

機関からの卒業生を吸収できるか、２）高等

教育機関は研究と教育の質と適切さに欠陥が

あるのではないか（ADEA 2005）。アフリ

カ地域の高等教育は、教育・研究・社会的責

任の面において、アフリカ諸国での社会的責

任を果たして役立つ機関となっていく必要が

ある。その変革の一つが、初等教育を中心と

する基礎教育の教育機会の拡大と教育の質の

改善に対する貢献であると言える。マラウィ

のように、初等教育の急速な拡大を図る際に

教育の質に負の影響が出た国の例もある

（UNICEF 2006）。教育機会の拡大と教育の

質は、必ずしも相反する概念ではないが、限

られた教育予算の中で教育機会の拡大を目指

す時に、教育の質に対して費やすことのでき

る予算が少なくなることは自明である。初等

教育の質の向上に高等教育機関が貢献できる

可能性は高い。カリキュラムやシラバス、教

科書や教材開発に加えて、教師教育に果たす

役割は大きい。

２．途上国の教師教育

　若年人口の増加する開発途上国において、

初等教育における教員養成と現職教員研修の

課題は多い。限られた教育予算の中で需要に

見合うだけの教員を養成することだけでも大

きな課題となっているのに加えて、初等教育

の新任教師は、教材や教具が充分にないよう

な劣悪な環境の中で教職に就かなくてはなら

ないことも多い。

　初等教育の教員数は、先進国ではほぼ一定

になっているものの、途上国では大きな増加

が見られる。図１は、先進国と途上国での教

師の数を示している。先進国では、初等教育

の教員数はほぼ一定であるのに対して、途上
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図１　初中高等教育機関における教師数の変遷

（注）教師の数は各国での調査による。公立学校のデータのみを出す国もあるので実際の教師数は

これよりも多い可能性もある。

（出所）UNESCO（2005）
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国では、初等教育の教員数が大きく増加して

いる。また、先進国では、中等教育の教員数

の方が初等教育教員よりも多いが、途上国で

は初等教育の教員の方が多い。増加率を見て

みると、この傾向はアフリカ地域でさらに強

くなっていることがわかる。他の途上国地域

では、中等教育の教員数の増加が高い一方、

アフリカ諸国は初等教育の教員数の増加が大

きい（UNESCO 2005）。

　一般的に、教員養成について、後期中等教

育を終えた後に養成課程の教育を受けること

が望ましいとされている（ILO & UNESCO

1996）。大部分の先進国では、小学校の教員

養成課程は、４年制の大学あるいは２年制の

短大で行なわれる高等教育レベルになってお

り、通常の大学の学部課程を終えた後に、教

員資格を得る教員養成課程を履修する仕組み

も増えつつある。このような例として英国の

大卒教員資格PGCE（Post  Graduate

Certificate of Education）などがあり、教

員養成課程の主体を学校現場での教育実習型

としている。中進国でも、初中等教育の教員

養成課程が高等教育機関で行われる国が多い

が、開発途上国では、中等教育レベルで行わ

れることも少なくない。また、中等教育以降

ではあっても、学位を授与される高等教育機

関ではなく、資格を得るための専門学校的な

位置づけとなっている国も多い。このように

教員養成課程のレベルの度合いが経済開発段

階と一致していることは興味深い。ほぼ全て

の先進国では、初等教育の教員養成が高等教

育機関で行われる一方、多くの途上国では、

中等教育あるいは、専門機関での教員養成課

程が行われ、高等教育機関の初等教育教員養

成への貢献としては、教員養成機関の教官の

教育という間接的な関係にとどまっている。

　表１は、アフリカ諸国の小学校教員養成課

程が教育段階のどこで行われているかを示し

ている。仏語圏アフリカ諸国では、前期中等

教育レベルでの課程が多いが、英語圏では後

期中等教育および中等教育以降の専門学校等

が多数となっている。高等教育課程にあるの

が南アフリカのみであるが、ガーナ等いくつ

かの国では、高等教育課程に移行する準備を

行っている。

　教員養成は、教科の知識を中心とするアカ
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表1　サハラ以南アフリカ諸国における小学校教員養成課程

（出所）UNESCO (2004, p.109)を更新

表2　低所得途上国14カ国における小学校教師の教育レベルと教員養成の有無

（出所）UNESCO (2004, p.109)

デミックなカリキュラムと、教授法や学級運

営等の職業訓練的なカリキュラムのバランス

が必要とされる。しかし、教員養成課程を履

修する者の多くは、大学やポリテクニックに

行くための進学コースに入れなかった学生で

あり、教員養成課程を終えても小学校教員と

して充分な学力を持っていない教師も多い。

このような教員養成の現実が小学校教員の社

会的地位の低さにつながっているとも考えら

れる。

　表２は、低所得途上国14カ国での小学校

教員の教育レベルと教員養成の有無を示して

いる。ベナン、ウガンダ、タンザニア等の国

で、９年以下の教育しか受けていない教師が

大部分であり、教育現場にいる小学校教師の

教育年数が少ないことを表している。

　教師教育のもう一つの要素である現職教員

研修について概観する。現職教員研修は、現

場にいる教師のニーズに即した研修をするこ

とによって、教師の教える力を伸ばし教員同

士の連帯感を増すことにつながり、教師の

キャパシティを開発する意味では教員養成と

同じくらい、あるいはそれ以上に役に立つ。

しかしながら、組織的・継続的な現職教員研

修を実施している国は少ない。多くの場合、

教育省の通常計画の中に組み込まれておら

ず、援助機関の資金に頼っていることも、継

続性の問題となっている。実施機関として

は、教育省本省や地方教育局などの行政が主

体となって実施する場合と、大学や教員養成

校等の教育機関が実施するもの、また、両者

が共同で行う場合が見られる。研修の内容

は、新しいシラバス等が導入された際の研

修、学級運営能力などのマネジメント能力を
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増すための研修に加えて、昇格や昇給のため

の研修などがある。また、教師が自主的に行

う校内研修や学校クラスター研修等もある

が、行政からの支援がない場合には継続性が

低い。

　研修の実施方法としては、研修指導者の研

修を中央で行い、地方で研修につなげるカス

ケード式、近隣の学校が集まって研修を行う

クラスター式があり、それぞれの特徴を活か

して活用することができる。中央集権的な教

育行政の仕組みではカスケード式が有効であ

り、地方分権的な教育行政の下ではクラス

ター式での研修が理にかなったものとなる傾

向がある（馬渕・横関2005）。

　ボツワナでは、ボツワナ大学が理数科の現

職教員研修を担う試みが実施された。主な対

象は高校教師と中学校教師で、大学の資源を

活用してHIVエイズや環境教育なども理数

科教育の中に積極的に入れることが出来た

（Mannathoko 2003）。

　現職教員研修のメリットは、現場での問題

意識や課題に対応する内容の研修となる可能

性を持っていることであるが、研修内容の質

を確保し研修の継続性を高めるためには、視

学官や指導主事のような立場の行政官の役割

が必須である。また、教師が研修を受けるこ

とによるメリットについて、研修による｢学

び｣や意欲の向上を支えるために昇給や昇進

等につながる行政措置が望まれる。現実に

は、給与の低い教員が、研修に求めるものが、

研修内容そのものよりも日当宿泊等の経済的

利潤である例も多い。

　現職教員が学位を取るために大学に入りな

おすことも現職教員研修と位置づけることが

できる。研修後に教職に戻ることを前提に、

このような研修を受ける期間を有給の研究休

暇としている国もあるが、教師の知識と技能

を開発するための制度としての価値がある一

方、教育予算への圧迫となっている。また、

次節で挙げるガーナの例のように、研修後に

教員が転職や離職することから、初等教育教

師の頭脳流出にもつながる危険性がある。

３．ガーナにおける教員養成課程の高等

教育レベルへの移行

　ガーナの初等教育の教員養成課程の歴史は

長く、また、多くの変遷を経てきた。1848

年には、バーゼル宣教師によってプレスベテ

リアン教員養成学校（PTC: Presbyterian

Training College）が設立されているが、こ

れは西アフリカで最古の教員養成機関であ

る。1957年の独立後には、初等教育の教員

養成のために、既存の中等教育機関を活用す

るなどして50余の教員養成学校が設立され

た。それでも増え続ける教師の需要に追いつ

くことができず、小学校で成績のよい生徒が

放課後に残って教員養成カリキュラムを履修

して教える「生徒教師（Pupil Teacher）」と

いう無資格教師の制度が出来た。この「生徒

教師」という呼び名は、現在も、資格を持た

ない教師に対して用いられている。当初の概

念は、校長や他のベテラン教師による指導と

監督下で教える無資格教師であったが、現在

は、中学校あるいは高校を出て、そのまま教

員養成課程を履修することなく教えている教

師であり、校内での特別な研修等は行われて

いない点で問題が多い。

　さらに、1960年代に入ると中等教育の教

員養成と、初等教育の教員養成校の教官育成

を目的とした教育大学であるケープコースト

大学が設立された。独立当初の教員需要があ

る程度満たされた段階で新設教員養成校のい

くつかは高校に戻り、37校の教員養成校が

残った。これらの教員養成校は、理系と文系

に分かれ、小学校とミドルスクールの教員養

成機関としての教育活動を続けた。教員養成

校に来る学生は、基本的には、学力や経済力

の不足から中等教育に進むことの出来なかっ

た若者であった。小学校を終えた段階で受け

る中学校入学試験（Common Entrance

Examination）に合格すると中学校に進学
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することができる。合格しなければミドルス

クールに進み、１年終了後と２年終了後と中

学校入学試験を受け直すことができるが、そ

れ以降は受験資格がなくなり中学校進学は出

来ない。４年制のミドルスクール課程を終え

た後での進学は、教員養成校や職業学校に限

られていた。試験に合格しても、中学校進学

する経済力のない若者は、学費がかからず課

程履修中から給与が支給される教員養成校に

進学することになった。このようにガーナの

初等教育教員養成課程を履修するのは、大学

進学コースに入れなった若者が多く、最初か

ら教員を目指す者は少なかった。したがっ

て、教員養成課程履修中あるいは教員になっ

てからも、中等教育課程を自習して大学に進

む者もいた。

　1987年には、教育改革の一環として、そ

れまでのミドルスクールと中学校入学試験が

廃止され、小学校６年、中学校３年、高校３

年の６－３－３制が導入された。小学校と中

学校をあわせた9年間の基礎教育学校の教員

養成は、６－３－３の12年間の教育を終え

た後に履修する中等教育終了後の３年間の課

程となっている。これは、大学やポリテク

ニックと同じ年齢の学習者を対象としている

ものの、学位の取れる高等教育ではなくて、

資格を取得する専門学校に相当する。

　選考の基準は高校３年次に行われる試験で

あるが、教員養成校を志望するのは、この試

験での成績が大学やポリテクニックに入るに

は不充分な若者である点は、旧教育制度での

現象と一致している。このように、ガーナの

初等教育教員養成課程が「敗者」のための職

業教育として発展してきたことは、大変に不

幸なことであった。旧教育制度下で、中等教

育課程を自習して大学進学を目指したよう

に、新制度化でも、教員養成校在学中あるい

は教師となってからも大学進学を目指す者は

多い。特に、３年間の教職を終えて有給の大

学進学休暇（study leave）を取ることが出

来る制度は、多くの教師にとって、エリート

コースに戻る「敗者復活」の道であった。学

位を取ると、初等教育よりも社会的地位の高

い中等教育教員となることができる。

　前述のケープコースト大学は中等教育の教

員養成と初等教育の教員養成校教官養成およ

び教育研究を目的として設立されたが、

1990年代入り、初等教育の教員養成校教官

およびリーダー的な初等教育教員を養成し、

初等教育における教育研究を促進するために

第二の教育大学、ウイネバ教育大学が設立さ

れた。ウイネバ教育大学は、複数の教員養成

校を合わせて大学に格上げされる形で生ま

れ、当初はケープコースト大学からの学位を

授与していたが、2002年には独立した大学

となった。この二つの大学の学部学生の半数

以上は、教員経験を持つ学生である。

　図２はガーナ初等教育教員のライフサイク

ルの例である。３年間の教員養成課程を経た

後、３～５年の間、教師として働き、有給の

大学進学休暇を活用して大学に進学する。教

職に戻り３～５年働いた後、再び大学に戻っ

て学位を得た後に中等教育の教員として転職

する。この 3 年間の教員養成課程は一人

3,000ドル余かかるとされているが、これは

同国の一人当たりＧＮＰの 10 倍にあたる

（Lewin 2003）。給与の面での問題は、実際

に教室で教えていない教師に給与が支払われ

ていことである。図２の教員の例で見ると、

６～10年の教職に就いている期間に対して、

13～19年間給与が支払われていることにな

る。さらに大きな問題は、意欲のある教師は

初等教育を離れて中等教育あるいは他の職に

行ってしまうことであり、初等教育にとどま

る教員は、他に行けない「敗者」であるとい

う社会的な通念を強化する結果となってい

る。

　このような状況を改善するために、教師の

有給大学進学休暇を制限する動きが出たのは

当然のなりゆきであった。2000年には年間

8,000人以上が大学に行っていた状況を、履

修科目の制限や郡毎の割り当ての強化などに
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図２　教員のライフサイクルの例（ガーナ）

よって2004年には2,000人程度にまで減少

させることになった。この背景には、教育大

学の協力によって、遠隔教育によって学位取

得ができる制度が出来たこともある。ケープ

コーストとウイネバの二教育大学が、教員養

成校をスクーリングのセンターに指定し、学

位コースを履修している教師は週末にセン

ターに行って大学教官の指導を受けることが

出来る。大学教官補佐の役割を教員養成校教

官が担うために、教員養成校教官の大学院課

程への進学希望が多くなったが、これに対

して、大学は遠隔教育による課程を新設する

ことによって対応した（Southerland-Addy

2003）。

　ガーナの小学校教員養成課程は、現在、大

きな過渡期の中にある。2002/3年には、３

年間の教員養成課程の最終年を教育実習とし

て小中学校に配属して、メンター（指導者）

と呼ばれるベテラン教師のもとで学ぶ形式を

取り入れた。この間、学生は主要教科の自習

学習書を使いながら教育実習を続けて、定期

的に教員養成校に報告する仕組みとなってい

る。また、教員養成校の教官も指導のために

学校を訪問することになっている。当初は、

メンターの謝金不足による不満や教員ストラ

イキなどもあった。また、メンターとなるベ

テラン教師の不足により充分な指導が受けら

れない、教師不足の学校で指導なしに、いき

なり教え始めることを余儀なくされるという

ような例も見られたが、この制度は徐々に定

着しつつある。

　2005年からは、現職教員の離職率を減少

させ、教師の社会的地位を上げるために、教

員養成課程を専門学校から高等教育に昇格さ

せる動きも活性化している。教官の格上げや

研究機能の充実等の多くの課題が残るもの

の、教員養成課程がポリテクニックと同じよ

うにディプロマを授与する課程となり高等教

育機関となることは望ましい方向であるとの

見解が、関係者の間で共有されている。既存

の二教育大学は各地にある教員養成校が高等

教育機関に育つまで牽引していく使命を与え

られた。これは、大学の果たす社会的な責任

として、ガーナの教育大学に課せられた大き

な役割となった。

４．おわりに　－　教師教育に対する大

学の貢献と可能性

　多くのアフリカ諸国において、初等教育の

教員養成課程が、大学進学コースに入ること

の出来なかった若者の第二希望、第三希望の

進学先として発展してきたことは不幸な過去

であった。今、この教員養成校を高等教育機

関化していくことは、教員養成課程履修希望

者の質を上げ、履修内容を充実させて、初等

教育教師の社会・経済的な地位を向上させる

ことにつながる可能性を持つ。そのために

は、大学を中心とする高等教育機関の協力が

不可欠であり、大学の貢献に期待がかかって

いる。

　現職教員研修についても、大学がかかわる

ことによって様々なメリットが生まれる。内

容を充実させることに加えて、大学の教官自



横関祐見子

－57－

身が学校現場での動きと現場の教師のニーズ

について生の声を聞くことができる機会とな

る。大学の研究機能の充実につながる可能性

を持つ。

　また、遠隔教育を充実させることによっ

て、現職の教員が教鞭を執りながら学位を目

指す道を確保することは、意欲があり経験を

持つ学習者に対して高等教育の門戸を開くこ

とになる。この大学の社会的貢献は、高等教

育の生涯教育化にもつながる。

　先進国で高等教育の大衆化と就学率の増加

が進む中で、アフリカ地域の大学は未だエ

リート養成機関としての性質を持っている。

他方、多くのアフリカ諸国の大学では、学生

数の急激な増加と予算の不足から、教育と研

究活動に多くの支障を来たしている。このよ

うな中で、アフリカ地域の高等教育機関に教

師教育への貢献という更なる努力を求めるこ

とは、大きすぎる課題であるのかもしれない

が、大学が社会に貢献し、社会と共生してい

くために必要な努力であるとも言える。冒頭

に紹介したアフリカ地域の高等教育の抱える

課題である　１）高等教育機関からの卒業生

の社会への吸収と　２）高等教育機関におけ

る研究と教育の質と適切さ、について、教師

教育への貢献の中に一つの答えが見出せるの

かもしれない。アフリカ地域の大学が行うこ

とのできる社会貢献の中でも、教師教育への

貢献は、その規模や成果として大きく、高等

教育普及の正当性にもつながる。間接的に

は、大学に来る学生の学習意欲の向上という

間接的なメリットも存在する。一方、年齢が

高く経験豊富ではあるが、アカデミックな訓

練を受けていない学生をどのように指導する

かという大きな課題もある。これまで、教え

なくても自分で学ぶようなエリートを対象と

していた大学が｢真の教育をする力｣を育てて

ゆくことが要求されてくる。

　最後に、貧困や紛争後の開発、HIVエイズ

等多くの課題を抱えているアフリカ諸国にお

ける教員養成を現実的なものにするために

は、革新的な考え方と試みが必要であること

を付け加えたい。３年間の教員養成の代わり

に、学校の休みの期間を活用した現職教員研

修の積み上げをすることによって教員の資格

を授与するような方法もある。1980年独立

直後のジンバブエで小学校教師不足を補うた

めに実施されたZINTECは、高校を卒業した

若者や無資格で何年か教えてきた教師が学校

の休みを利用して教員養成課程を履修するプ

ログラムであった（Sibanda 1982)。カリ

キュラムの充実と履修者の意欲によって、こ

のプログラムは多くの優秀な教師を生み出し

て、ZINTEC教師の教える力は、通常の教員

養成校を出た教師に勝るとの評価を得ること

となった。このように、アフリカ地域に存在

する革新的な試みや経験を分析し研究するこ

とによって教師教育に活かしていくことも、

現在のアフリカ諸国の大学に求められる課題

の一つである。生涯を通じて学び続ける教師

を作り出すための教員養成や現職教員研修

は、教育の質を上げるために最も有効な方法

であり、このような社会的貢献をすること

が、アフリカ諸国の大学に期待されている。
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